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1．はじめに
　家族の問題は，わが国において，とくに重要な問題であつた。そして，いまもまた新たな問題を
提尊している。
　しかし，家族の問題はつねに自明のものとして強調されている。その自明のものとして強調され
ているところに，実はその曖昧さがあり，かえつて，複雑なものにして本質にせまるものがない。
　家族について，自明のものとされるものも，ある部分は真実であつたり，巷説もある意味では正
しいものもある。しかし，われわれは，それを単純に肯定したり，ただちに一般論として展開する
ことは出来ない。しんに家族論を展開するには，家族の問題を限定し，その性格を明確にして，か
からなければならない。
　現代の家族に接近するためには，新たな学問的枠組みを必要としている。家族の問題は，社会
学，法学，心理学などの分野で，家族社会学，家族法，家族心理，などそれぞれの領域を設定する
までに研究はすすんでいる。それらの研究の成果は，それなりに高く評価されると同時に，家族の
機能はそれぞれ分離出来るにしても，現実の家族体系・家族行動は，その機能はいずれも分離して
いない。その意味では，専門化のゆえに反つて，総合化のおくれており，家族の研究分野では，専
門領域のすぐれた研究の協力による，総合的な説明体系が必要である。
　さらに，社会の変動は・家族の変化という面で・新しい家族体系・家族行動を生み出すという現
実がある。そこには，既成の理論体系で接近しても限界がある。
　家族の問題に対する，学問的総合化と新しい学問の枠組みへの努力が，いま必要である。いま一
挙に，その学問的試みが可能であるとは思わないが，そのプロセスとして，できるだけ広範な資料
にあたるとか，社会のなかにある異なつた型の家族を調査してみる，という必要がある。
　とくに，現代日本の社会における家族の問題解明のためには，戦後の社会変動のなかで複雑な様
相がみられるだけに，われわれの研究方法を考えなおしてみなければならない。そこから信頼性の
ある結果が得られるのではないだろうか。
　（広範な資料とか，異なつた型の家族の調査というけれども，ここでとりあげた資料は，国家の施
策とみられる資料であり，調査はとりあげなかつた。今後，資料の範囲をひろくするとともに，調
査もとりあげてゆく予定である。）　　　　　　　　　　’
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　　　　　　2．現代日本の社会における家族への接近一家庭生活問題
　　　　　　　　　審議会中間答申案を中心にして
　家族の問題を，現代日本の社会における，という限定でとりあげるのは・現代日本の社会を，社
会変動というダイナミツクな把握をしなければならないということと，家族は社会との媒体として
とりあげなければ，その本質にせまることが出来ないからである。
　社会変動が家族にどのように影響したか，家族の変化が社会の他の諸域にどういう影響を与える
かを考えるのでなければ，家族が家族の範囲内でのみ強調されて・その信頼性はうすい。
　現代日本の社会における家族の問題に接近する一つの手がかりとして，家庭生活問題審議会（会
長磯村英一）が内閣総理大臣に提出した中間答申案1）（昭和42年3月31日）（以下答申案）をと
りあげてみたい。
　この答申案は，　「現在わが国における社会生活において家庭の果すべき役割と，これにともなう
家甦活上の諸問題に関L，行政施策のとるべき方向・という諮問に対するものであって，“鮪
される家庭像2）”ともみられるものである。いま，ここで答申案を批判しようというのではない。
答申案が，国家権力の側から家族の問題に対応しているもので，われわれの実感にどのようなずれ
があるかは別として，現代日本の社会における家族の問題を，ある意味では端的に表明しているの
で，この答申案から接近するのも一つの方法である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　まず，答申案を虚心に受けとめてから問題を展開したい。この答申案の内容は，家庭生活問題の
「認識」，「現状」，「焦点」，「対策の方向」の四部門に分かれている。
　「認識、の部分では，戦後「家」から解放されて，個々の人間関係の場となり，反面自分たちだ
けのしあわせを求める誤つた個人主義的傾向が生れ，老親扶養が問題になり，新しい家族秩序が形
成されなげればならないとしている。
・現状、の部分では，国民の大多数は一世代前配の育つた家庭生活にくらべ・現代の家甦活
に満足し，家庭は・一家団らん蟻，・にみられる“いこいの場”としての機能を認めており，家族
そろつて楽しみ艦かにすることが家庭生活の充実につながると考え・家庭内の燗関係を重視し
た・拉同居・が多いとしている．さらにご漉分折して，都市では現実の家甦活で該家族
化の傾向が舗におしすすめられ，しつげの問題老糊居，援の問題世代間の対立の問題
が起るようになり家庭生活の現状に懐疑的で，やや批判的傾向がある。農村では，伝統的な家庭生
瀞未だ根強俄り，一・・…bミによる都紬家購が，おしきせとして撤つ肪れm実のひず
みが出来ている。
　・焦点、としては，家甦活の基本的な灘役割，今後の方向づけを鵬する’点をとりあげてい
る．それを，内部腰因，郷的要因に分けている。内部腰因として，燗関係の調和をつくり
あげることを第一一tzcあげ噺い・秩序として・しつけ”力泌要であり，それは社会生活のよき一k
としての市雌を背景にし姻賄齢によつて隊離育，轍糖・社会保麟の関連した行
政の方向づけを考えるべきだとしている．外部腰因として・tlま，家甦瀧営控間としての「住
居、の陥をとりあげている．鋸は，わカミ断政蘇卿でいちじるしく立遅れてV’る問題であ
　るとし，住居は単に物理的な空間ではなく，’新しい家庭生活に対応する住居が必要である，として
　いるo
　　・聯と方向、としては，具体的には述べていない．家庭は「燗生活創造の場」「燗形成の
場」「社姓瀧翫する場」「生激築く場」「生活を守る場・であるといっそいるだけである・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－2「
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　　　　　　　　　　　　　　　　3．家庭論の拾頭
　答申案の家庭生活に対する問題の分折と把握には，具体性に欠けるといえばいえる。反面網羅的
に問題を指摘しているといえぽいえる。こうした曖昧さをいまさら答申案に先廻りして，水をさそ
うというのではない。答申案がそうであつても，われわれは家族の問題解明の手がかりにして，具
体的に展開したい。
　　ここでは，家族の問題が；「家」からの解放，「家」中心から夫婦，親子の相互接触愛情関係にも
とずく「人間中心」にかわり，“いこいの場”としての「家庭」と受げとめられている。
　現代日本の社会における家族の問題がこうも安易に受けとめられて問題は解決するものなのだろ
　うか。これではBurgessの「制度から友愛へ」’（from　institption　to　companionship）3）を言葉だ
けで受けとめて，Murdockの核家族（nuclear　family）4）に満足しているにすぎない。
　戦後の日本の社会が，民主化による諸制度の変革を中心にしたタテ糸と，社会変動というヨコ糸
のからまり合つた複雑な状況のなかで，「家」から「家庭」即ち近代化というには，余りにも本質
を見失いすぎているのではないだろうか。
　　家族の問題にしても，現代日本の社会にしても，厳格にとりあげようとする場合出発点を混乱さ
　せてはならない。
　　家族の問題を，安易にBurgess流にとらえたり，Murdock流にとらえる程，現代日本の社会は
市民社会ではないのである。日高六郎が現代日本の社会的性格を，庶民的性格，臣民的性格，市民
的性格，大衆的性格，人民的性格と指摘しているが5），そうした性格に，われわれはそれと気付く
　ほど，現代日本の社会は複雑なので，そうした性格をもつ日本の社会における家族の問題を「家」
　から「家庭」へというふうに自明視は出来ない。
　　だから，答申案も「家」から「家庭」と受けとめながら，さらにすぐ，老人の問題，生活扶助の
　問題にふれ，家庭を福祉国家の基盤とみたり，“しつけ”を強調したりしている。ここには，「家」
　と「家庭」の表現のちがいだけであつて，内容の厳密な規定はないのではなかろうか。
、　わが国の家族の問題の中心が「家」と「家庭」にあることは確かであるが，その意味と内容を明
　確にしておかなければならない。
　　家族を家庭として把握しようとしたのは，大熊信行の「家庭像の創造」（昭和36年）であろう。
　その家庭論に先立つものは，磯野富士子の「婦人解放の混迷」（昭和35年）である。
　　ここに問題の一つがある。それは昭和35，36年という年代と，主婦一家庭のりながりである。
　　昭和31年の経済白書が，“もはや「戦後」ではない。われわれはもはや異つた事態に当面しよう
　としている”といつている傾向が，まず経済の面で大きくクローズアップされて来た。「世界技術
　の革新の波に乗つて，日本の新しい国造りに出発することが当面緊急の必要事」になつた。それは
　経済規模の拡大と産業構造の高度化となり，耐久消費財の普及，教養娯楽費の増加など，消費内容
　の高度化を促した。この傾向は，都市における共働きの増加，農村における兼業出稼ぎ，といずれ
　も主婦への過重な負担となつて，あらわれた。
　　30年前後の技術革新と経済規模の拡大と産業構造の変化が，具体的に日常生活の変化としてみら
　れるのが，35年あたりからである。磯野富士子の「婦人解放論の混迷6）」は，そうした状況下に主
　婦の社会的進出を伴つて子どもや家庭が犠牲にされている点から，主婦の家事労働の価値と家庭の
　尊重から論じたものである。
　　あとでもふれるが，婦人週間の目標も，37年の“変化のはげしい社会で生活を再検討するし，新
　しい秩序を育てるために努力する”39年の“現代社会における家庭の役割一産業化と家庭の問
　題一”となり，社会変動と主婦と家庭が無視出来なくなつて来た。
　　そうしたなかで，提起されたのが大熊信行の家庭論である。36年の「家庭像の創造7）」から「家
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の再発見8）」となり，のちに一連のものが「家庭論9）」としてまとめられた。大熊信行の　「家庭
論」は，巷間かなりの反響をみせ，会田雄次，村松剛，神島二郎など，家庭を女性化した現代目本
の社会の誤りを指摘している。この家庭論争は女性化論争ともとれる，ジヤーナリステイツクな華
かさの割に，家庭の本質にせまるものはなかつた。　　　　一
　家庭論を別の一面からとりあげてみよう。それは国家の施策的な面からである。38年児童福祉白
書ユo）が発表され，“人つくり”を大きくとりあげ，国つくりの第一歩を児童の人つくりに直結さ
せ，児童の健全育成に家庭，地域，団体，政府，が協力して推進する必要があることを強調してい
る。今後の児童福祉行政の方向を，家庭対策の強化を“国民総ぐるみ”でとらえている。
　こうした対策から厚生省は児童家庭局を作る計画を発表した11）。児童家庭局が設けられ，家庭の
問題をとりあげ，科学的な研究面も進めようとしていることは注目してよい。しかし，　「家庭を悪
い影響から守る責任体制」を“国民総ぐるみ”という社会的連帯感のなかで，健全な家族の家庭建
設の中心機関であろうとするには，いくつかの克服しなければならない，日本の社会と家庭の問題．
が内在している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
　血縁を中心とした戦前の「家」は，血縁以外の者を“アカの他人”とみなし，一歩「家」の外へ
出ると“七人の敵あり”としているし，そういう家族観がいまも存在しているし，同時に「仕事」
よりも「家庭の幸福」という家庭重視の傾向は社会に背をむけた小市民的姿勢もある。この場合
「家」にせよ「家庭」にせよ，実は社会的関心とは一致していないのである。
　新しい家庭観が出来上らないままに「家庭」のみが強調され文部省でも「両親学級」を設け“し
つけ”を中心とした家庭教育が重視されて来た。さらに“国民総ぐるみ”をどのような社会的連帯
感と受けとるかという問題をもちながらも，青少年保護育成運動は展開し（37年），「家庭における
青少年教育の振興」となり，「家庭の日」につながつて来る。その　「家庭の日」についても，それ
ぞれの立場で正反対の意見に分れることもありうる。
　家庭尊重にしても，家庭教育にしても，　「家庭」が主題であるわけだが，家庭と社会と国家，プ
ライバシーとパブリツクの関係を明確にしないまま，家庭を強調することは，「家」一「家庭」一国家
を自明のものとして受けとるか，「家庭」一小市民を自明のものとしてうけとるかになる。
4．家族と社会変動
　「あらゆる社会の中でもつとも古く，またただ一つ自然なものは家族という社会である。ところ
が，子供たちが父親に結びつけられているものは，自分たちを保存するのに父を必要とする間だけ
である。この必要がなくなるやいなや，この自然の結びっきは解ける。……もし，彼らが相変らず
結合しているとしても，それはもはや自然ではなく，意志にもとずいている。だから，家族そのも
のも約束によつてのみ維持されている12）」。その約束によつて維持されているのも，家族が，「生物
学的有機体を人間にかえるように託された唯一の社会的制度であるからである13）」。〈ヒト〉は，
家族を媒体として社会化し，社会における位置と役割を認識したときに，人間となる。また，自己
の位置と役割を認識した人間によつて構成された集団こそ社会なのである。
　家族は自分が従わねばならぬ，社会の約束あるいは制度あるいは圧力を知つているのである。（知
つていない場合もある。あるいは知ろうとしている。）家族辱家族自体では意味をもたない。家族
は，社会との媒体と把握したときに意味をもつ。
　「家族が急速に変化すれば，家族とより大きい社会とのあいだの多様な関係も変化させられ，そ
の結果，社会のなかの個々人の側にも，新しい種類の適応を要求するような新しい緊張が生れるこ
とになる14）」。社会の変化が家族に与えることも同時にいえる。
　現代日本の社会における家族の問題は，さまざまな家族体系に生じた新しい変化のうちにみられ
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Lる，現実の過程の分析にもとついた正しい認識にもとつかなければ，正しい家族論は成立しない。
勿論そこに「家」と家庭の問題が中心になつていることはいうまでもない。
　現代日本の社会における家族の問題は，社会変動と家族の変化（とくに「家」と家庭）の関連で
把握されなければならない。家族変化の諸因子をどこに求めるか，社会変動も一定の変化の序列は
公式化され，位置づけられなければならない。いまそのことがすぐに可能ではないが，確実な基準
点をつかみ，いったいどんな経過を経て今日のような姿になつたかという事実を，正確にとらえ
て，発展させることである。
　それでは基準点をどこに求めるか，いくつかの手がかりはあるが，婦人週間にあらわれた目標か
らとりあげてみたい。（労働省婦人少年局婦人関係業務資料No．30）
24年（第1回）　1．婦人の解放に関する法律の正しい理解
　　　　　　　　　2・婦人の地位の向上を妨げている種々の原因を明確にすること
　　　　　　　　　3．婦人の地位の向上のために役立つ既存施設の周知徹底
25年（第2回）　1．家庭から職場から封建制をなくしましよう
　　　　　　　　　2・私達の権利とi義務を知りましよう
26年（第3回）　1．婦人の市民としての意識を高める
　　　　　　　　　2・婦人の市民活動を促進する
27年（第4回）　婦人の地位の再認識とその向上
28年（第5回）　婦人の自主性の確立
29年（第6回）‘婦人の実力の瀕養（スロ　・一ガソ，婦人の実力をそだてましよう一家庭や社会の
　　　　　　　　　経済生活において）
30年（第7回）　社会人としての婦人の実力の滴養一個人関係，地域社会，職場等においてま
　　　　　　　　　た世論形成者として一
31年（第8回）婦人の力を役立たせる一とくに明るい家庭の建設のために一（スローガソ，
　　　　　　　　　みんなで日本の家庭を明るく）
・　32年（第9回）
　　33年（第10回）
　　34年（第11回）
　　35年（第12回）
　　36年（第13回＞
　　37年（第14回）
38年（第15回）
39年（第16回）
40年（第17回）
41年（第18回）
42年（第19回）
　この目標のみで，社会変動と家族の理論にはならない。しかし，
出来る。ここから，あるいは他の素材を通して定型的な型をとることを見出さなければならない。
いまここでとりあげたものから検証のこころみをしてみたい。
　大きく分類するならば，20年代の封建的なものの除去，30年代の近代化への適応，40年代の産業
化となる。それに対応するかのように，家族の面が，25年「家庭から職場から封建制をなくしよ
う」，31年「明るい家庭の建設」，39年「現代社会における家庭の役わり一産業化と家庭の問題一」，
婦人の力を役立たせる一とくに近代的な人間関係り確立のために一
婦人の力を役立たせる一正しい協同活動をとおして一
婦人の自主性の確立一とくに集団との関係において一
生活時間の自主的な設計
次の世代の成長に貢献する一とくに社会のよき一員としての人格形成に一
変化のはげしい社会の中で生活を再検討し，新しい秩序を育てるために努力す
る（スP・一ガソ，生活に新しい秩序をそだてよう一変化の激しい今日の社会
において）
婦人が社会的良心を生かし育てて明るい社会を築くよう努力する
現代社会における家庭の役わり一産業化と家庭の問題一
わたくしたちの文化一その現状とあすへの課題一
今日における婦人の役わり一進展する社会のなかで一
婦人の能力を生かす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ここにはその素材をみることは
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ととりあげられている。
　いうならぽ，三段階であろうが，さらに基準点を求めるとするならば37年でいう「変化のはげ
しい」という社会変動を認めざるを得ない時期を中心にして，家族変化の諸因子のなかでも産業化
の因子が中心になつて来た。わが国の社会変動理論15）には近代化，産業化，都市化の因子がある
と思われるが，産業化，都市化が大きくとりあげられて，家族も近代化を克服したかのごとき錯覚
がある。そのため，「家」一「家庭」は，前近代一近代化一現代化の複雑さを解決している家族の定
型ではないo
　現代は，「家」よりは「家族仲良く」（getting　along　with　family）「明るい」「家庭」にはなつて
いるだろうけれども，だからといつて「家庭」は家族のすべてを解決した定型であるとは安易に認
められない。
5。家族の根底にあるもの一「家」と家庭
　家庭論あるいは家庭尊重論がさかんであるけれども，これらの主張は，現実にくい込むだけの迫
力をもたない。それに対して，「家」の制度を廃止した民法の線に対して現実的に現代の家族に対
応しようとする傾向も見逃すことは出来ない。
　昭和29年に，憲法改正論をきつかけにして，「家」の制度の“美風”を復活させようとする意見
が国会にあらわれた。「均分相続で財産が兄弟姉妹に同じに分けられ，小さく分散する。そのため
残された老人や子供を，だれも面倒みてやれず，一方，社会保障も貧弱で問題を起している。農村
では農地なども細分化されるからとくに問題が大きい。もっとまとまった財産が相続され，相続人
が扶養する人の面倒をシツカリ見るよう改めるべきだ】6）」（小林武治）というのである。これに対
して「今の個人主義的な家の制度は国家の観念を余りにも軽視している。予算委員会の小林君の質
問には全く賛成だ、（自由党憲法調査会副会長青木一男17））とされ，当時の自由党憲法調査会の岸
会長も，憲法24条を改正し，全体として昔の家族制度を復活したい意向を述べている。
　このうごきに対して，学者婦人層には批判的であるが，現代日本の社会における家族を問題にす
るとき，なお根強い底流とみなければならない。
　「家」と相続の問題として，農業基本法（昭和36年）における「相続の場合の農業経営の細分化
防止、（第16条）の規定をとりあげたい。さきにとりあげた，「家」の制度復活の意見があるにも
拘らず，農地の単独相続を目的とした，農業資産相続特例法案が第1回第5回の国会で審議未了に
なり廃案同様になつている。それに対して，農業の近代化をねらつた，農業基本法が，「相続の場
合の農業経営の細分化防止」の規定を設けた意味は考えてみなければならない。
　日本の農業の「曲り角」がいわれだしたのは，昭和30年頃からである。これもさきにとりあげ
た社会変動と時期的に全く一致する。「曲り角」は，所得格差の増大，階層分解，労働力の流出，
農業人口の老令化女性化，である。こうした矛盾に対して近代化，構造改善をねらつて，農業基本
法（昭和36年）が制定された。農業基本法が意図する，近代化構造改善を行なうとする農家は現
実に細分化防止を願つており，家族様式も家族労働力を温存する「家」である。第16条の規定を
必要とする農家は「家」であり，必要としない農家は「家庭」であるよりまさに崩壊しているとい
う，現実を見逃すわけにはゆかない。（これらの実態については，いくつかの異なつた型の農家の
家族にっいて改めて発表したい。）
　社会変動と家族との関連をフオーマルな法律の面でとりあげて，家族論を進めるに注目しておき
たいものに，婦人青少年問題審議会（田辺繁子会長）が労働大臣に提出した，「家族法上の妻の地
位に関する意見書18）」（昭和41年2月7日）がある。
　意見書が「近年家庭生活は構造的にも意識の面こ淑いても急速に歪化して来ているので，妻の地
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位に関連ある家族法（民法の親族，相続編）の規定の不備が現実の生活に多くの問題をおこしてい
　るとしている」ので・「家族法における妻の地位に関し，現段階において婦人の地位の向上その他
婦燗題の観点より・醐の処置がとられ鮒ればならないとして，夫婦財齢q，騰離婚，繍
後の妻の扶養・妻の相続分，婚姻の届出，啓発運動，の六項目をとりあげている。
　法は・文化の一部であり・環境のなかの人為的な部分である。家族が，約束によつて維持され
る優情を前提にして）社会㈱度であるならば，灘最小限度のeSX権力によつて，家族と関係
をもっ。
　わが国においては，かつて法が道徳的意味もふくみながら，家族に最大限に作用していた。そう
した法の，全面的改正（昭和23年）（昆法親族相続編）によつて，個人の尊厳と両性の平等を基本
原理とする家族法となったが，その家族法が，われわれの生活に定着するよりさきに，家庭生活の
構造的変化があらわれた。そこに家族と法の関係がある。
　意見書が，いくつかの間題をとりあげているが，夫婦財産制をとりあげてみたい。家族法が夫婦
財産制の建前（婚姻中自己の名で得た財産はその特有財産となる）も，現実には一般に，妻はその
名儀による収入を得ることがなく，婚姻中に形成された財産は夫名儀であることが多い。このこと
は，婚姻の破綻や相続に際して・妻に不利益をもたらすことが多いというのである。　「夫の収入は
生活の分業・すなわち妻の管理，家事，育児，その他夫に対する協力によつて得られるものである
ことを考慮すると・夫の名で得た財産に対して妻の帰属分があると考えるべき」という意識が一般
に高まりつつある。この傾向に対処しようというのである。
　こうした意見の出てくるのも，さまざまな理由があるけれども，直接的には夫婦間の贈与税扶
養・についての関心からである・だカ・ら，この意賠に対して，・齢嚇のうすいところから法
律論が出てくるという意味では法律自体が民主化してきたことの一つのあらわれだと思う」という
のと，「法律論をするときは，その位置付けをいつも自戒していなければ」という見方ができるよ
うに，この意見書も両方の見方をして考えなければならない。　’
　夫との平等をうたう妻の地位についての家族法の建前と，現実の生活での妻の不利な立場とのギ
ヤヅを法鰍正によつて埋めてゆきたv・という発想である。これは洞時に・家庭、と・家、の
問題である。
　夫名儀の取得財産について，その一部が妻に帰属するという意識はかなり，一般常識になつてい
る。意識は常識的なものになつているにしても，財産関係，家族関係，の法の日常生活化という点
では未成熟で，日常生活には定着せず，社会の平均的慣行や常識が，現実生活を規制していること
が多い。
　意見書のように，家族法の不備を立法によつて解決しなければならないどいう点については，
「家」を肯定するという意味ではなく，現在の家族法の精神を現実的に発展させるためには，社会
的要因として主婦の就職，賃金，父子契約といつたような問題と関連させてゆかないと，意見書は
現実的なものにならない。
　法は本来保守的な性格をもつものであるが，わが国における戦後の法体系は，どちらかといえ
ば，社会の現実よりは進歩的であり，法解釈も進歩的である。相続放棄の手続的処理などは，単独
相続の変形であるか，均分相続の相続の限界であるか，問題はあるにしても，農業資産特例法案を
廃案同様にしていることは，均分相続を基本にしているというべきである。
　法と社会の現実のなかで，いま一挙に意見書のいうような妻の夫名儀の取得財産に対する寄与を
認める方向に改めるとか，アリモニー（alimony）制度（別居中又は離婚後の妻の扶養のために夫
が支払を命ぜられる妻の扶助料）を導入するなど，立法によってだけ解決する問題ではない。
　法による問題解決だけを考えると，農業資産相続特例法案を廃案同様にしたなかで，農業基本法
にみられるような・相続と農業経営の細分化防止（第16条）が規定される，現実があらわれて来
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る。もっとも，第16条の規定も，生前贈与をどう制限するかという問題と関連させて考えなけれ
ば，およそ無意味な規定ではある。
　農業基本法第16条には「家」の問題があり，意見書には「家庭」の問題がある。いずれにせよ，
家族の問題が法の面では両極端の様相を呈して来る。
　わが国における，家族の定型は少くとも，「個人の尊厳と両性の平等」を基本とするものである。
それを，もし「家庭」と概念規定するならば，その抽象的「家庭」と現実の家族様式，家族行動の
問に期待どおりの社会統制の効果をおさめているか，どうか，家庭生活事実を経験科学的に追求さ
れてゆかなければならない。
お　わ　　り　に
　わが国の家族が，「家」から「家庭」と変つたにしても，その意識や価値観を充分に整理してい
るものでないことは事実である。そして，夫婦を中心とした核家族化が昭和35年をさかいにして，
戦前40年間の世帯平均5人から昭和40年の4・05人と急激な変化を示し，核家族的世帯の割合も
戦前65％から現在70％と増加しているのも事実である。
　この事実に対して，家族をめぐる問題もまた，不安定な要素と矛盾をはらんでいるのが現実であ
る。いまここでは，家族の問題についてわが国における社会変動を中心にして，「家」と「家庭」
の観点から問題点を整理した程度のものであるが，時代の要求として，家族理論の一般化のため
に，今後は具体的資料のさらに丁寧な検討と社会のなかにある異なつた型の家族の調査をとりあげ
ることにしたいo
1）毎日新聞：昭和42年3月31目
2）朝日新聞：昭和42年4月3日
3）E．W．　Burgess　and　HJ．　Locke：
4）G．P．　Murdock：Social　Structure
5）日高　六郎：
6）磯野富士子：
7）大熊　信行：
8）大熊　信行：
9）大熊　信行：『家庭論』
10）朝目新聞：昭和38年5月5日
11）朝日新聞：昭和一38年8月9日
12）JJ．　Rousseau：
13）WJ。　Goode：The　Family　p．8
14）WJ．　Goode：The　Family　p．6
15）富永　re－一・：『社会変動の理論』p・170
16）朝日新聞：昭和29年3月13日
17）朝日新聞：昭和29年3月26日
18）ジユリスト：昭和35年3．月15日号
註
The　Family－From　Institution　to　Companionship
『現代イデオロギー』P・18
「婦人解放論の混迷」朝日ジヤーナル昭和35年4月10目号
「家庭像の創造」思想の科学昭和6年10月号
「家の再発見」朝日ジヤーナル昭和38年1月20日号
Du　Contrat　socia1（桑原武夫訳社会契約論P．16）
N
8
｛
